
質  問  回 答

2022 年 6 月 13 日

「ヨルダン国 ASEZ 都市開発マスタープラン更新プロジェクト」

（公示日：2022 年 6 月 1 日／調達管理番号：22a00181）について、質問と回答は以下の通りです。

通番号 当該頁項目 質問 回答

１ 企画競争説明書 p9
第６条 実施方針及び留意事項

（１）早期着手への強い要望

「早期着手への強い要望」について、先方が早

期着手、6 ヵ月の調査期間を想定していたのに

対して貴機構が 24 ヵ月（33.5MM）とした経緯・

理由をご教示願います。

先方からの早期着手への要望はふまえつつ、最

低限必要な調査、検討に必要なプロセス（分析、

協議含む）を確保するため、先方と協議・同意の

上、調査期間を 24 か月としました。

33.5MM を 24 ヵ月で割ると 1.40MM（30 人日）

／月となり密度の低い MM 配置計画とならざる

を得ませんが、先方の期待に応えられないのと

同時に業務の効率性が著しく低下する懸念が

ございます。この点に関して、調査期間の短縮

（MM 配置密度の増加）を提案することは許さ

れるでしょうか（RD 記載事項のため確認）？

調査期間は 24 か月以内という想定でいますの

で短縮の提案は可能です。

２ 企画競争説明書 p9
第６条 実施方針及び留意事項

（４）都市の現況把握と分析

GISデータの活用・更新について企画競争説

明書では専門家の配置を想定していません

が、想定されている業務量の目途

（33.5MM）に加えて提案（別見積）してよ

いですか？

GIS データは先方が保有・管理しているものがあ

ります。本調査に関わる GIS データを用いた提

案・分析はこれらデータを基に、主に空間計画

の団員が行うことを想定しています。新たな団員

の配置については提案可能ですが、別見積もり

での配置は想定していません。

３ 企画競争説明書 p15
第 7 条業務の内容

（９）カウンターパートの能力強化

カウンターパートの能力強化について

OJT、セミナー・勉強会等に係る業務については

想定業務量 33.5MM の枠外（現地セミナー会場

能力強化にかかるセミナー会場等の実費精算

は可能です。他方、別見積もりとは考えておら

ず、想定作業量の中に含めてください。



費用等含めて別見積）で提案してよいでしょう

か？または実費精算可能でしょうか？

４ 企画競争説明書 p14
第 7 条業務の内容

４）アーバンデザインガイドライン

検討

4）アーバンデザインガイドラインの検討

アーバンデザインガイドラインはp16に記載

される報告書とは別に独立した図書として

作成しますか？

現時点では、別冊は想定していません。一方

で、現地での業務開始後、先方から具体的な要

望が寄せられ、妥当性があると認められれば、

独立した図書とすることも検討する予定です。

５ 企画競争説明書 p16－17
第 8 条報告書等

RDのAPPENDIX6 TOR Section BではA3サイズの

報告書が求められています。

JICA仕様の報告書に加えてA3サイズの報告書

（デザインされたもの）を作成しますか？

A2、A3 サイズで先方が提出を求めるものは土地

利用計画等の地図・図面等という認識です。A3
サイズについては、A4 サイズの報告書の途中に

差し込むことで対応可能と考えております。現地

業務開始後、別冊とする必要性・妥当性が確認

された場合にはその対応とすることを検討しま

す。

「カウンターパート機関から GIS データの共有、

土地利用計画案等の A2 サイズでの出力したも

のの提出等が要望された場合には、調査工程

等に支障等がない限り柔軟に対応する。」

とありますが、GIS ソフトウェアのライセンス費用

（複数：CP 側の利用も想定）を別見積に計上す

ることは可能でしょうか？

GIS ソフトウェアのライセンスはヨルダン側が既に

有しているとの理解です。別途必要となった場合

には対応を検討しますが、現時点での計上は不

要です。

A2 以上のサイズのマップ等印刷を別見積・実費

払いにすることは可能でしょうか？

現時点で分量を定めることは難しいと思われる

ため計上は不要です。現地での業務開始後、必

要性が認められる場合に追加計上（契約変更）

することで対応します。



６ 企画競争説明書 p22
2．業務実施上の条件

（３）現地再委託

「以下の業務については、業務対象国・地

域の現地法人（ローカルコンサルタント

等）への再委託を認めます。

戦略的環境アセスメント（SEA）や関連する

環境社会配慮の調査 」

とありますが、上記以外の分野の再委託は

認められるでしょうか？

効率的かつ効果的な調査実施体制（現地傭人、

再委託、いずれの選択含めて）を適宜ご提案く

ださい。

戦略的環境アセスメント（SEA）や関連する

環境社会配慮の調査を再委託とせずに傭人

で実施することは許されるでしょうか？

同上

再委託をすべて別見積にすることは可能で

しょうか？

別見積もりは企画競争説明書で対象としたもの

のみに限られます。（ただし下記 No.８に書かれ

ている内容は除く）

再委託の代りに傭人を提案（別見積に）す

ることは可能でしょうか？

再委託の代りに傭人を提案することは可能です

が、本見積に含める必要があります。

7 P21 
2. (2) 1)業務量の目途

業務量の目途として、国内 6.00 人月とあります

が、これには本邦研修の業務量は含まれてい

ますか？

「コンサルタント等契約における研修・招へい実

施ガイドライン（2022 年 4 月）」の「4．経費の取

り扱い」の通り、「実施業務」の内、「来日候補者

の人選に係る支援」等の研修員が来日前の業

務までは全体約 33.50 人月に含んでおります。

来日後の業務量分は“本邦研修／招へいに係

る経費”として別見積もりに計上ください。

8 P24
(別見積もりについて)

22頁（3）現地再委託については本見積もりにな

っていますが、コンサルタント作成の TOR によ

って見積の金額に大幅な差が出ることがござい

ます。環境アセスメントや環境社会配慮の TOR

環境社会配慮（SEA）の TOR は参考資料および

RD の中で示されています。ご質問の趣旨を踏

まえ、環境アセスメント、環境社会配慮に関連す

る現地再委託については別見積もりとします。



が提示されていない状況なので、現地再委託に

ついては別見積扱いに変更して頂くことはでき

ませんでしょうか。

以 上


